
 

 

 

日本社会教育学会 
 

第 72 回研究大会 

報告・発表要旨集 
 

 

 

 

 

 

 

日時 2025 年 9 月１２日（金）～14 日（日） 

会場 鹿児島大学 郡元キャンパス 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

 

 

日本社会教育学会 第 72 回研究大会 

報告・発表要旨集 

 

≪目次≫ 

 

１．会場校のご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（１）ご案内（受付案内・参加費等・会場案内・その他・問い合わせ先） 

（２）会場校へのアクセス 

（３）建物配置図 

（４）会場一覧 

（５）教室案内 

２．大会プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

３．報告・発表要旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

◆第 1 日目（9 月 12 日（金）） 

会場校企画「揺れ動く地方社会教育」 

特別プロジェクト「大学と地域・社会のはざまで揺れる社会教育人材養成」 

若手研究者の集い 

◆第２日目（9 月 13 日（土）） 

自由研究発表 第１室～第 10 室 

倫理研修会／総会／懇親会 

◆第 3 日目（9 月 14 日（日）） 

プロジェクト研究「多文化・多民族共生を目指す社会教育の挑戦」 

プロジェクト研究「男女平等・ジェンダー公正をめぐる課題と社会教育の可能性」 

ラウンドテーブル１～５ 

 

 



2 

 

１．会場校のご案内 

（１）ご案内 

 

 



3 

 

（２）会場校へのアクセス 

 
 



4 

 

（３）建物配置図 

 

 

 



5 

 

（４）会場一覧 

 

 



6 
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市町村支援とネットワーク型行政の実現に向けた取組 

 市来 真美（かごしま県民大学中央センター） 

１ 施設の概況 

かごしま県民大学中央センターは、県教育

庁社会教育課の出先機関として設置される

とともに、生涯学習課の機能も担い、知事部

局と併任の形で運営されている。組織は、生

涯学習県民大学講座の企画・運営など生涯学

習の振興を担う学習推進係と、メディア研修

講座の企画・運営・指導等を行う学習情報係

で構成されている。学習推進係には社会教育

主事が、学習情報係には比較的ICTに詳しい

指導主事がそれぞれ発令されている。 

当センターは、県民の生涯学習の促進及び

視聴覚教育の振興のための中核的な施設と

して、平成15年４月にかごしま県民交流セン

ター内に設置された。生涯学習県民大学講座

は平成元年度から平成25年度まで主に県立

学校で開設していたが、平成26年度から市町

村会場で現代的課題に基づく内容を開設し

ている。メディア研修講座は、令和元年度か

ら県民及び教職員向けの研修講座を縮小し、

市町村等が主催するメディア研修への職員

派遣を中心に、県内のメディア活用の促進を

図ってきた。さらに令和２年度からは、市町

村等の指導者養成とICT活用支援を一層推進

するため、研修対象を生涯学習・社会教育関

係者とし、講座を開設している。 

 

２ 市町村支援の現状と課題 

市町村の実情に即した生涯学習の振興を

支援するため、市町村公民館等で生涯学習県

民大学講座を開設している。この講座は、「テ

ーマ学習型」「アドバンス型」「トレーニン

グ型」の三つの視点で構成している。 

テーマ学習型は、開催を希望する市町村が

抱える現代的課題の解決に資する内容を、当

センターと市町村が共催し、アドバンス型は、

先進的でモデル的な講座を実施し、県内での

普及を目指している。この二つは、県民を対

象に開催している。トレーニング型は、市町

村の生涯学習・社会教育担当職員等を対象に、

県教育振興基本計画に基づき、障害の有無に

かかわらず学べる環境づくりや、必要なファ

シリテーションスキルを身に付けるための

講座を開設している。 

また、県内市町村におけるメディア研修の

充実と視聴覚教材の利用促進を図るため、県

及び市町村の生涯学習・社会教育担当職員等

を対象に、ICT機器等を用いたメディア研修

講座を開設している。この講座もまた、「テ

ーマ学習型」「アドバンス型」「サポート型」

の三つの視点で構成しており、自治体の状況

に応じた研修内容を用意している。 

テーマ学習型は、当センターを会場にして

現代的課題や市町村が抱える課題の解決に

向けた研修を行っている。アドバンス型は、

市町村の公民館等を会場に、先進的でモデル

的な内容とその運営を実践的に示し、普及を

目指すものである。 

サポート型では、市町村等が企画・運営す

る研修講座の支援、ICT 機器の操作指導、オ

ンライン会議に関する研修等において、市町

村等からの要請に応じて当センター職員が

「技術支援」及び「講師派遣」を行っている。

こうした技術支援は単なる援助にとどまら

ず、市町村が最終的に自ら運用できるように

なることを目的とした「自立のための支援」

である。具体的には、基本的な接続方法や運

用手順を示し、例示したシステムで何が可能

になるかを分かりやすく提示することで、職

員の技術力向上や導入機器の検討につなげ

ることを目指している。サポート型は令和７

年度８月時点で既に13件実施しており、市町

村における社会教育施設のデジタル基盤強

化に大きく貢献している。 

また、令和７年度は、生涯学習県民大学講

座の募集要項を見直し、１会場１講座の開催

を推奨したところ、希望した全ての市町村で

講座開催が可能となり、開催市町村数が増加

した。担当職員が少ない市町村教育委員会を

会場校企画 
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支援し、県内で広く講座を展開するために、

講師のいるメイン会場と別会場をオンライ

ンでつなぐサテライト講座の実施も拡充し

た。 

さらに、離島から当センターの研修に参加

する際の旅費負担が課題であるという声を

受け、奄美市で生涯学習・社会教育担当職員

等を対象に三講座を開催するなど、南北約

600㎞にわたる鹿児島県内の学習機会の充実

と人材育成に取り組んでいる。 

  

３ ネットワーク型行政について 

ネットワーク型行政とは、平成10（1998）

年３月の生涯学習審議会「社会の変化に対応

した今後の社会教育行政の在り方について

（中間まとめ）」によって新たに示された、

縦割り行政に囚われない生涯学習振興の考え

方である。「人々の学習活動・社会教育活動

を、社会教育行政のみならず、様々な立場か

ら総合的に支援していく仕組み」としてお

り、「社会教育行政は生涯学習振興行政の中

核として、学校教育や首長部局と連携」する

ことや、「生涯学習施設間や広域市町村間の

連携等」に努めることが示された１。 

当センターは、教育庁の出先機関と知事

部局の生涯学習課を併任しているため、教

育分野に限らず福祉や地域づくりなど多様

な分野と生涯学習を結びつけた講座を企画

しやすくなっている。例えば、高齢者の健

康増進を目的とした学習プログラムは健康

増進課や企画政策課と、障害者の生涯学習

に関して障害福祉課と、若年層の人材育成

を目的とする事業では地域政策課、男女共

同参画課や協働活動促進課と連携を取るこ

とで、多様な層に学びを広げられ、受講生

にとっても学びを深めることが可能にな

る。行政側にとっては、連携先の情報を共

有でき、共催する場合は事業企画から運営

に至るまでお互いの強みを活かせるという

メリットがある。 

また、昨年度当センターの講座を受講し

た市町村職員から「関連する他課へも講座

を紹介してほしい」という要望が寄せられ

た。大学等の知の財産を活用した更なる生

涯学習の振興を図るために開催している

「かごしま県民大学中央センター大学等連

携懇談会」から助言を受けたことも踏ま

え、今年度は市町村の生涯学習・社会教育

課に対して関連する課への講座紹介の依頼

を行った。その結果、複数の課が一緒に参

加し、その後の協議を深められた自治体も

あった。 

 

４ おわりに 

当センターでは、多角的なアプローチに

より市町村職員を支援している。生涯学習

県民大学講座のトレーニング型やメディア

研修のテーマ学習型では、これからの生涯

学習講座の企画やICTの知識・技能を身に付

けようとする職員に学びの機会を提供して

いる。これは、社会教育行政に携わる人材

の育成、すなわち「人づくり」を目的とし

た取り組みである。アドバンス型の研修で

は、当センターが実際に市町村に出向き、

モデル的な講座を実施する。市町村職員は

講座の設計やICT活用のノウハウを体験でき

るため、講座運営や技術の実践を通じて講

座開設への「きっかけづくり」となる。 

さらに、生涯学習県民大学講座のテーマ

学習型やメディア研修のサポート型支援で

は、現代的課題の解決に資する内容を共同

で運営したり、ICT を活用した講座開設を

目指す職員をバックアップしたりすること

で、市町村の生涯学習振興やデジタル基盤

の構築を支援する「体制づくり」を目指し

ている。 

これらの取り組みは、「人づくり」「き

っかけづくり」「体制づくり」の三つの柱

を通じて市町村の社会教育行政を支援して

おり、幅広く効果的な体制の構築に寄与し

ていると考えている。今後も各市町村との

連携を一層強化し、ネットワーク型行政運

営を推進しながら、生涯学習のさらなる促

進に努めていきたい。 

【参考文献】 1 馬場祐二朗『二訂 生涯

学習概論』国立教育政策研究所社会教育実

践研究センター、2018第１刷 2023第８

刷、株式会社ぎょうせい
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鹿児島県日置市の地域づくりと社会教育 

 

鹿児島県日置市長 

永山 由高 

 

 本報告では、鹿児島県日置市において 2022 年以降進めてきた地区自治公民館にかかる議

論の背景とその経緯を整理したうえで、日置市における社会教育・地区自治公民館の未来や

それにかかる諸課題について論じる。 

 

１）日置市の概況 

 日置市は県の西部、薩摩半島のほぼ中央に位置する自治体である。2005 年に日置郡の伊

集院町、東市来町、日吉町、吹上町が合併し、現在の日置市が発足した。都市機能の充実し

た市街地部と、自然豊かな山間部・沿岸部・農村部を有する自治体である。県庁所在地であ

る鹿児島市にも隣接しベッドタウンとしても発展しているが、県内 19 市のなかで市外に通

勤・通学する人の割合が最も高く、夜間と昼間の人口差が大きい。人口は合併当初の 52,411

人から 45,948 人（2025 年 3 月 1 日時点）へと減少傾向にある。 

 

２）日置市の４種の公民「館」 

日置市には４種類の公民「館」がある。まずは①自治公民館だ。所有は自治会で管理も自

治会となっており市内に 100 カ所以上存在する。次に市内に 26 カ所（概ね小学校区単位で）

存在する条例によって設置された地区公民館（以下、②条例地区公民館）だ。所有は日置市

で、管理は市および後述する 3 つ目の公民「館」である地区自治公民館が担っている。この

③地区自治公民館とは、名称に「館」とは付くが建物ではなく、小学校校区に設置された広

域自治組織である。そして最後が④中央公民館だ。所有及び管理は日置市教育委員会であり、

旧町単位で４カ所設置されている。これら①～④の 4 つのいわゆる「公民館」が混在してお

り、市民の間でもこれらの違いや役割、性質が十分に理解されていない状況にある。 

 

３）これまでの日置市の地域づくりと社会教育 

これまで日置市は、市内の地区自治公民館（③）を基礎単位とした地域づくりに取り組ん

できた。地区自治公民館には地区振興計画の策定を義務付け、そこに記載された事業に対し

「地域づくり推進事業費交付金」を、またその職員などの人件費に対しては「地区自治公民

館活性化事業交付金」を、総額で年間約 1 億円程度を交付してきた。 

 地区自治公民館は、これらの交付金を活用し花火大会や各地区の花いっぱい運動、健康づ

くり事業など、各地区の特色を生かしたまちづくりを行ってきた。こうした取り組みは一定

の成果を上げてきた一方で、地区によっては予算ありきで事業計画が策定されたり、その必

要性が十分検証されないまま継続される事例も存在した。加えて、地区自治公民館に対する
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交付金の原資は合併自治体への支援金（合併特例債）であったが、この発行期限が 20 年と

なっており、終了の時期が迫っていたことも１つの課題であった。 

以上の地区自治公民館を取り巻く現状を踏まえ、日置市では 2022 年 9 月に「協働のまち

づくり推進委員会」を設置した。主たる目的は「自治会を基盤とする住民の暮らしを守るた

めに、最適な地区公民館・自治会の在り方を検討する」であった。市内地区自治公民館関係

者や自治会関係者、公募委員はもちろん、教育委員会社会教育課や日置市地域づくり課、関

係各課等も参加した。約 2 年半にわたって議論を重ね、中間・最終答申が提出された。 

  

４）日置市における社会教育・地区自治公民館の未来 

「協働のまちづくり推進委員会」による答申を踏まえ、日置市は「地域づくり推進事業費

交付金」を廃止し「地区自治公民館活性化事業交付金」を拡充する形に切り替えた。 

あわせて、地区自治公民館を「自治会だけでは対応できない役割を担う広域自治組織」と

再定義した。人口減少社会において自治会を基盤に市民一人ひとりの暮らしを守るため、必

要な事業が実施できるよう人的・財政的支援を継続する方針とした。 

さらに、社会教育施設としての条例地区公民館の一層の機能強化に向けて、各地域のまち

づくりの担い手となり得る人材発掘やつながりづくり、連携促進を担う人材（社会教育相談

員）を配置することとした。今後も条例地区公民館の在り方と、地区自治公民館支援の在り

方をさらに検討・実施していく予定である。 
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島育ちの経験～社会教育の視点から振り返って～ 

野﨑凡央（鹿児島大学法文学部３年）  

1. 私の地元・島育ち 

 私の地元は、奄美大島の龍郷町である。今年度では、鹿児島県内で唯一人口が増加してい

る町だ。〔人口 5800 人（前年度＋26 人）、鹿児島県総合政策部統計課_鹿児島県推計人口〕。

また、NHK 大河ドラマ「西郷どん」の舞台、大島紬「龍郷柄」発祥の地でもあり、美しい

自然や歴史、多数の伝統文化を有する。私は、本学へ進学するまでの 18 年間を、ここ龍郷

町の玉里集落〔人口 578 人（R7 年 8 月時点）、龍郷町 HP〕で暮らした。 

私の島育ちを振り返ってみると、「みんな顔見知り」の関係性で、集落民が私の存在を認

知していて下さり、私も集落民の顔や名前をだいたい憶え、伝統行事や学校の登下校時、

何気ない日常のなかでたくさんの人と交流していた。しかし、大学進学を機に島を離れる

と、そのような生活は皆無となった。隣人の顔さえも分からず、私の存在を知る人が地域

にいないことに強い違和感と孤独感を覚え、同時に島への愛着を抱くこととなった。 

2. 大学での学び（社会教育との出会い） 

私は、本学に入学して初めて社会教育と出会った。私が受講した講義やゼミ研究では、

住民の主体性を重視し、子どもから高齢者までのすべての住民を視野に入れた学び・地域

創造のあり方や、他属性・他分野の人が隔たりなく交流・協働して地域課題についてアプ

ローチすることの重要性を学んだ。また、社会教育の学びの特徴として、自分の「経験」

を学習素材として活用し、他者と共有・フィードバックし合うことで、自分にはない考え

や価値観・地域観などについて、多角的な視点から考察することを挙げたい。 

3. 社会教育の視点から見た、私の地元 

以上のような学びからは、私自身の島育ちについて考えさせられることが多い。社会教

育の視点（すべての住民を視野に入れ、他属性・他分野を超えた交流・協働を重視する視

点）は、私自身が、地元の地域特性・特別さ・価値について気づくきっかけとなった。 

たとえば、私の地元では、集落民と学校、自然・風土とのつながりがあり、学校や自

然・風土が集落民の「つながりの場」として機能していたのではないかと考えた。学校で

は、集落の伝統文化「島唄・八月踊り」を授業の一環として学び、集落民が来校して交流

していた。また、集落民が漁港に集って交流する行事「浜下れ」では、集落民が、自然・

風土の中に身を置きながら「つながり」を持つことができていた。こうした「つながり」

が、私の地元の地域特性・特別さ・価値なのではないかと考えた。 

大学の学びにおいては、社会教育の課題・論点として、学校教育と社会教育のアプロー

チ法の違いや、人のつながりの希薄化・個人化、公民館や人が集う場の存在意義などにつ

いて触れてきた。その視点から、私自身の島育ちの経験を振り返り、考察・探求すること

は、こういった社会教育的課題へのアプローチ法へのヒントになり得ると感じている。今

後も、島育ちの経験・視点を生かしつつ、社会教育と向き合っていきたい。 
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社会教育主事養成の今と離島の関係について 

―島の生活経験を持ち、鹿児島大学の社会教育主事養成課程に在籍する学生の視点から― 

矢神明愛（鹿児島大学法文学部 4年） 

 

1. はじめに 

 報告者は幼少期に鹿児島県の離島に住み、その経験が学部専攻・進路選択に大きく影響を与

えている。島の生活経験を持ち、鹿児島大学の社会教育主事養成課程に在籍する報告者の視点

から、主事養成の今と離島の関係について、島での経験と大学での学びを振り返り、養成課程を

経た今、島との関わりにどのような展望を抱いているのか話題提供を行う。 

 

2. 島での経験 

 報告者は鹿児島県内の 5 か所に住んだ中で、小学 3～5 年生までを過ごした徳之島に愛着を

持っている。転勤族という属性で島に関わり、日常生活の中で風景や島民の気質に固有の魅力

を感じながら生活していた。当時はそれらがなぜ魅力的なのかうまく言葉にすることはできなかっ

たが、それらの魅力が島を離れても印象に残っていた。 

住んでいた当時はその後の島との関わり方について特に考えてはいなかったが、大学進学を

検討する年に徳之島が世界自然遺産に登録されたことを機に、自然・住民の暮らしの保全と開発

の両立について課題意識が芽生え、「島の地域づくり」について展望を持ちたいという考えで現在

の学部専攻に至る。 

 

3. 大学での学び 

大学で学ぶ中で、それまで「地域づくり」と一括りにしていた概念に対する理解が深化し、持続

可能な地域づくりのためには、住民が主体となって地域について考え、協働することが必要であ

るという考えを持つようになった。そして、所属ゼミを決める 1 年次後期に社会教育学と出会い、

地域を基盤とした組織的・集団的な教育によって豊かな価値観や地域での居場所をつくり、あら

ゆる年代、属性の住民が学習の主体となり関係性を構築するという社会教育の本質は、住民主

体の学びによって地域をよりよくするという点で地域づくりと親和性が高いことに気づいた。そし

て、社会教育を地域づくりと関連づけて学ぶ中で、「学び」の概念が自分の中で広がったと同時に、

社会教育が意義を持つ社会的背景に目を向けることで、生活が地域や労働と分断された現代社

会の問題点や、そのような社会において島の生活から学べることに意識が向くようになった。 

報告では、離島の地域づくりという興味関心をどのような社会教育学理解の元に関連づけたの

かに触れながら、報告者の考え方や価値観の変化に影響を与えた学びについて言及する。 

 

以下に本報告の前提となる鹿児島大学の社会教育主事養成科目一覧を示す。なお、表に示す

科目は、すべて地域社会コースの専門教育科目であり、卒業資格取得の単位として換算される
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令和 5年度鹿児島大学法文学部修学の手引き 

付表第６ 社会教育主事となる資格取得に関する履修要項より抜粋 

 

4. 島との関わり方の展望 

 大学入学前は説明する枠組みを持っていなかった島の価値について、学びを経た現在は島の価

値をどのように捉えているのか言及する。そして、主事養成課程やゼミでの学びを通して島への関

心や眼差しがどのように深まり、島との関わり方の展望にどのような影響を与えたか、進路選択にも

触れつつ言及する。 
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社会教育士特別プロジェクト 養成課程部会 報告 

 

「大学・短期大学における社会教育主事養成課程アンケート」の分析 

―ジェンダーと大学設置者の視点から― 
 

平川景子（明治大学） 

 

 

 養成課程部会では、2024 年 7 月、「大学・短期大学における社会教育主事養成課程に関する

アンケート調査」を実施した。調査にあたって、全国社会教育職員養成研究連絡協議会（社養

協）の協力を得た。調査対象校 116 校に対して、回答は 68 校（58.6％）であった。アンケート

の内容は、①大学・短期大学の基本事項、②しくみ・運営方法に関すること ③科目に関する

こと（開設科目・生涯学習支援論・社会教育経営論・社会教育特講）、④社会教育実習に関する

こと、⑤履修者に関すること（履修者の男女比、進路・キャリア）、⑥自由記述 という構成で

あった。この調査についての分析は、すでに部会メンバーの農中至会員（鹿児島大学）、上田孝

典会員（筑波大学）により、2024 年 12 月と 2025 年 7 月に行われている。本報告では①②⑤

について異なる視点から読み解いていくことをめざす。 

 そのうち、履修者等のジェンダーについて。設問作成に当たり「男女比を問うことは意味が

ない」などの批判があったのであるが、以下の男女比について調査することができた。社会教

育実習履修者の男女比は2.75：8.60、社会教育主事資格取得者は2.80：2.20、社会教育士取

得者は 2.70 ：4.52（男：女、回答の平均、2023 年度実績、問 4-3、5-2、5-5、平川調べ）で

あった。「女子大学です」という数字を含まない回答は無回答として扱ったので、実際はいずれ

の項目も女性が男性を上回ると考えられる。 

大学における資格課程履修者のジェンダーについて、現代でも「女は手に職」といった資格

志向があると言われる。さらに社会教育職員の養成課程において女性が多く学んでいることに

ついて、履修者が「学習を支援する」「地域をつなげる」という仕事にケアの役割と共通する働

きを読み取っているとは考えられないだろうか。 

 いま一つ、ジェンダーの視点が求められる理由として、歴史的に非常勤・嘱託職員、会計 

年度任用職員など、公務非正規といわれる雇用形態に女性が多いということがある。公務非正

規女性全国ネットワーク（はむねっと）が実施したオンライン・アンケート（2024 年）によれ

ば、回答者の 9 割が女性、就業形態は 74％がパートタイム会計年度任用職員であった。長期雇

用の実態があるにもかかわらず雇止めを行う矛盾した制度の中で、女性の不安定雇用が教育・

福祉労働を支えている現実がある。 

中央教育審議会生涯学習分科会社会教育人材部会は「社会教育人材の養成及び活躍促進」の

方向性を示したが、公務労働における不安定雇用、ジェンダー問題は、1980 年代以降も解決を

特別プロジェクト 
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見ていない。大学および学会が社会教育職員養成をめざすとき、ジェンダー平等に向けて、非

正規雇用の均等待遇をこそ問うていく必要があるのではないだろうか。 

 つぎに、大学の設置者ごとに、社会教育主事課程の位置づけ等に傾向があるのではないかと

いう視点から考察したい。大学種別等を問う設問に対して、国立21校、公立3校、私立44校、

通信課程5校であった（問 1-3、以下農中調べ）。「社会教育主事課程の運営組織があるか」との

設問に対して、「ある」29％「ない」71％で、私立大学のほうが「ある」という回答割合が高い（問

2-2）。また国立大学では「特定の学部の学生のみ履修できる」が 50％を占めた（問 2-4）。さら

に「社会教育主事課程の履修者が登録する制度を取っているか」を聞いたところ、「取っている」

54.4％、「取っていない」45.6％であったが国立に限れば「取っていない」ところが 90％（問２

-7）であった。「課程の履修料を徴収しているか」という問いについて、「徴収していない」が

69.1％で、回答のあった国立大学の中では徴収しているところはなかった。本報告ではこれら

について、国立・公立・私立・通信課程別に明らかにすることをめざす。 

養成課程部会では、現在、昨年度回答した大学に追跡調査を行っている。この結果について

も可能な限り大会で報告したい。今後の課題として、プロジェクトまたは部会により、収集し

たデータを研究上の利用に供する仕組みづくりが求められていると考える。 
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規程改正・コロナ禍後の社会教育主事講習の現状（抄録） 

 

◯石井山竜平（東北大学）・岡幸江（九州大学） 

久井英輔（法政大学）・山口香苗（秋田大学） 

 

本報告は、日本社会教育学会社会教育士特別プロジェクトの一部会、「主事講習」部会として

行った「講習開催大学等へのアンケート調査・資料調査に基づく分析・考察」の抄録である。 

アンケート調査の設計、各機関の研究集録等の収集等は、久井が中心となって取り組まれた。

その上で本稿は、分析枠組みである類型化（岡）、授業内容の傾向（「概論」「経営論」「支援論」

を石井山、「演習」を久井）、講習におけるオンライン活用の実態分析（岡）、講習実施大学・機

関と県教委との連携についての分析（山口）、現段階の総括（石井山）という内容と分担で執筆

され、山口が全体を統合・調整する形でまとめられた。以下その概要である。 

 

１．講習内容の質的変化 

規程改正を経て、講習の講義の内容で、明らかに増大したと思われるのが、①ファシリテー

ションに関する機会（ワークショップで司会をする力量、経験）、②社会教育実践に触れる機会、

③オンラインの活用による、講師・実践の多彩性、である。逆に、相対的に縮小していると思

われるのが、自治体や公務労働への理解を促す科目群である。 

「経営論」「支援論」といった、新規科目に注目が集まりがちだが、実際の講習計画において、

講師・受講者相当にとって最もエネルギーが注がれるのは演習である。本報告では、この講習

における演習の全体的傾向を捉えるという、先行研究でほぼ取り組まれていなかったものの分

析を試みている。その取り組まれ方は、①班別レポート作成、②個人レポート作成、③学習プ

ログラム案の作成、④実施見学・実施調査の 4つに類型できる。これらの要素とは別に、特定

のテーマのワークショップや講義、シンポジウム、野外活動を実施するケースもある。 

 全体としては、①のタイプである、特定の地域や特定のテーマに即した総合的な考察として

の班別レポートを課す大学が多い。①以外の大学では、講習での学習内容・方法とそれに基づ

く学習成果を細分化して求める傾向がある。 

 なお、演習時間数は規程改正とコロナ禍を経て、「大学間格差」が明らかに拡大している。 

 

２．オンラインの活用・教育委員会との関係 

オンラインの活用は、講習における活用は全体の 85.9％と相当な普及に至っている。ただし、

オンデマンドの授業数も限定傾向がみられるなど、できる限りにわたって活用するというより

も、学習効果や学習者の関係形成といった対面のメリットを残したいとの判断とのあいだで、

折り合いがつけられている様子である。現状としては、講義活用＞講習事務活用＞交流、とい

う段階性がうかがえる。 

教育委員会との関係をめぐっては、本アンケート調査からは、講習に関する事後研修の開催
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が確認できたのは３例のみであった。省令改正による履修科目のスリム化にともない、社会教

育人材部会では、講習修了後の多様な研修機会の充実によって、社会教育人材の資質向上を目

指すことが議論されているが、そこに向けた講習実施校と教委の連携はこれからの課題である

と言える。なお、国社研の B講習の増加や、オンラインを多用した大学の講習の登場など、受

講生にとって選択肢が増えたことをうけ、従来からの講習のあり方の問い直しが意識されてい

るところもある。 

 

３．若干の考察 

全体としてみれば、このかんの講習実施大学・機関は、新カリキュラムへの対応のみならず、

講習形態の多様化（委嘱講習の登場）、コロナ禍問題、選択肢の増加、従来枠を超えた人材の参

加しやすさ等、大きな変化への対応を余儀なくされている。そしてそのことを契機に、従来の

質を更新する努力が積み重ねられている。特に、この機会に新規に立ち上がった講習では、積

極的なオンライン活用や、社会教育士称号にむけた新たなニーズへの対応など、従来の主事講

習にみられなかった大胆な展開が現れている。 

明らかな傾向として言えるのは、新規科目を活用して、実践に触れ合う内容の比重は高まっ

ていることである。その際の一つの論点が、政策と実践（公共政策と地域）の間の矛盾が講習

の中でどのように扱われているのか、ということであろう。 

二つには、教育委員会で主事として発令される可能性から切り離された、新たなタイプの人

材が受講することをめぐる内容編成の工夫である。長らく社会教育主事講習において主要な方

法として採用されてきたグループワークの運営をめぐる課題（受講生が多彩化する中、足並み

の揃いにくさが発生しがちとなることなど）となって現れ始めており、その方法のアップデー

トという課題がこれから迫られていると思われる。 

この新たな受講者層の増加、ということと関連して、三つに、養成対象の多元化をめぐる課

題があると思われる。これまで主事講習は、養成すべき人材像のイメージに、先に挙げた、政

策と実践の間の矛盾に立ち会い切れる、高度なコミュニティ・オーガナイザーを想定してきた

ところがある。一方で現在、受講の裾野を広げることが求められているが、そこでの称号の意

味は、教えるということに興味を持ち、称号取得を契機にその立場に立つ（生涯学習の世界に

参加する）ことへの入り口という意味合いもある。今後、社会教育士と従来の社会教育主事と

の関係がどのように整理されるのかとの関係で、検討を重ねていきたい点である。 

四つに、講習実施主体の所属する今日の大学等がおかれた状況に紐づく課題である。独立行

政法人化以降の国立大学では委託事業において謝金をめぐる従来型の慣習が継続しづらくなっ

ていること、とくに教員養成系大学・学部において主事講習のみならず学部での養成をやめる

という判断が現れていること、「受講者の増加」「受講しやすさ」を目指す観点から長期宿泊や

調査演習を含んだ従来型パッケージより分割履修等に対応しやすい枠組みが求められがちであ

ること、など、既存の養成スキームを維持し続けることへの難しさの質が変化しつつある。今

後の質的調査で追及していく論点の一つである。 
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社会教育士研究の射程と課題 

 

上野 景三（西九州大学） 

 

本報告の目的 

 

 冒頭に、本プロジェクトの終了にあたり、特別プロジェクトの設置を提起した一人として、プロジェク

トの構成員及び会員諸氏にお礼を申し上げる。 

 本プロジェクトは、学会プロジェクト研究「社会教育士養成の可能性と課題」の成果を引き継いだ取り

組みの必要性から誕生したものである。その理由は、一つは社会教育士の誕生は、本学会の会員の身分や

立場に大きくかかわることでありながら、学会全体としての取り組みが弱かったこと。二つには、研究の

重点が社会教育士の養成におかれ、社会教育士の活躍の可能性についての展望を描き出すことに、時間

的制約があったこと。この二つがプロジェクトを誕生させたことの要因であった。 

本プロジェクトの構成は、設置主体別の国公私立大学、地理的要因として東京と東京以外の大学のバラ

ンスをとり、また比較研究を進める必要から海外研究をしている会員に依頼した発足したものである。

可能な限りで、社会教育士の養成、採用、研修の一体性をもった研究を行い、また社会教育主事とは異な

るキャリア形成の道筋をはかろうとしたものであった。 

とくにお願いした点は養成の在り方だけでなく、社会教育士の成果はその誕生から数年経過しないと

わからないことから、その追跡が可能な大学を選択していただいたことである。その成果は、これまでの

プロジェクトに反映されていることと思われる。 

 今回の依頼は、これまでの本プロジェクト研究の進展の中で、社会教育主事の歴史的研究が不足して

いるとのことから求められたものである。報告者が「社会教育主論―戦後における公権的解釈の変化を

めぐって―」（小川利夫編『社会教育の法と行政』1987）を論じたのは 40 年近くの前のことであり、

すでに賞味期限切れの論考である。 

 だが非力を顧みず、今回の報告ではさらに検討の射程を広げてみたい。今日の社会教育主事と社会教

育との関係性に関わる問題点を近代にさかのぼり検討し、いくつかの論点を提示したい。 

 

社会教育主事の歴史研究の仮説的時期区分 

 

 最初に、テーマに即して時期区分を仮説的に行い、概観を掴んでおきたい。 

①日本の社会教育史における社会教育主事の登場は、1925（大正 14）年 12 月の「地方社会教育職

員制」である。したがって、戦前期における社会教育主事については、「地方社会教育職員制」の以前と

以後にわけることができる。以前は夜学会の指導者問題、小学校教員の役割として、以後は奏任官待遇の

社会教育主事である。 

②戦後にあたっては、まず 1949 年社会教育法制定から 1951（昭和 26）年の社会教育法一部改正

の段階と、それ以降にわけることができる。1949年と 1951 年改正のタイムラグ及び IFEL の役割、

他方で学校教育法施行・青年学校令の廃止・新制高校定時制への継承、とくに定時制高校教員の役割とい

った経緯の中で問題を捉える必要がある。 
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③それ以降、社会教育主事が配置されていったかといえばそうではない。量的な充実をみるにはほど遠

く、社会教育主事補や青年学級主事、公民館主事を兼ねるといった兼務辞令が当たり前の時代が続く。こ

の時代に、公民館主事の正規化を求める運動がおこる一方で、不当配転問題が生起する。 

 ④1974 年、社会教育審議会答申「市町村における社会教育指導者の充実強化のための施策について」

による国庫補助による派遣社会教育主事の創設がある。これによって社会教育主事の量的拡大がはから

れた。加えて社会教育指導員及び青少年教育施設等が拡大することに対応して「指導系職員」の配置も進

められた。社会教育主事以外の社会教育の「指導系職員」の拡大が図られた。 

⑤1980 年代に入ると、大都市における社会教育施設の拡充がみられるようになり、いくつかの政令

指定都市で社会教育主事有資格者の採用が拡大していく。遅れてきた社会教育体制整備である。しかし、

第二次臨時行政調査会による行政改革・地方行革が進められることになり、社会教育体制が大きく変容

することになる。地方行革と大都市における社会教育体制整備の両者を乗り越える手立てとして、財団・

公社問題が登場し、財団・公社への出向や財団固有職員（プロパー職員）の位置づけと専門性が問われる

こととなる。続く生涯学習振興法（1990）の整備は、都道府県立生涯学習センターの設置を促し、それ

の運営方法と職員配置問題が生起する。他方で、青年団・婦人会といった社会教育関係団体の組織率は低

下し、社会教育主事の「指導助言」の対象を縮減させ、地方行政改革の中で社会教育施設の「合理化」は

著しく進められ、有資格者配置の量的縮小の契機となった。 

⑥1999 年の地方分権一括法は、青年学級法の廃止に代表されるように、これまでの社会教育推進体

制を一変させる引き金となった。2000 年代に入ってからの指定管理者制度の導入、社会教育・生涯学

習計画の雲散霧消化、社会教育関係団体の衰退による「指導助言」の対象の喪失、平成の大合併による教

育委員会統合、それに続く 2014 年全国市長会による「社会教育主事必置規制撤廃の要望」は、地方自

治体における社会教育主事の無配置を促し、今日に至っている。 

 

いくつかの論点 

 

 以上の概観を通じて、下記の論点を課題として提示しておきたい。 

① 社会教育主事及び地域社会における社会教育指導者は、いつの時代にあっても揺れ動いていたので

はないか。 

② 学校教育との関連を鑑みたとき、学校教員が地域社会における社会教育指導者として一定の役割を

果たしていたことから、今日、学校教職員に何を期待することができるのか。 

③ 地方自治体の在り様との関連では、1951 年の社会教育法改正時の自治体と現在の自治体とを比

較してみたとき、自治体の数の変化、自治体の行政機構の専門分化、自治体そのものの性格の変化

の中で社会教育主事の役割を考える必要があるのではないか。 

④ 「社会教育を行う者」の代表は社会教育関係団体であり、それぞれのレベルで団体指導者の養成が

行われていた。その経緯から社会教育士との関係をどのように整理することができるのか。 

⑤ それだけでなく、社会教育士は、社会教育指導員、社会教育主事有資格者の施設配置等の延長線上

に位置づけて考えてよいのか。 

⑥ 以上の点をふまえつつ、それら「以外」の可能性はあるのか。可能性があるとしたら、その条件を

どう設定することができるのか。 
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特別プロジェクト 「大学と地域・社会のはざまで問い直す社会教育主事・社会教育士養成」 

報告④  天理大学における社会教育主事・社会教育士養成と地域連携 

   佐々木保孝（天理大学） 

 

 天理大学では、1992（平成 4）年の大学改革により人間学部が開設され、その中に設置され

た人間関係学科生涯教育専攻において、社会教育主事の養成が始まった。その後、天理医療大

学との合併という大学の動向の中で、2024（令和 6）年に人文学部社会教育学科に改組され、

現在に至っている。大学の養成課程として認可された社会教育主事・社会教育士養成を、入学

定員をもつ学士課程としての専攻／学科が担当してきたことが全国的にみても珍しい特徴と言

えるだろう。本発表では、本学科の 30 年以上の歩みをふまえながら、その過程で「地域連

携」の色合いを濃くしている状況について描いてみたい。そして、大学の養成課程がもつ社会

教育主事・社会教育士養成の可能性について、学科運営の試行錯誤の中から考えていることに

触れてみたいと思う。ここでは発表にあたっての基本情報として、本学科の概要を列記してお

く。 

・生涯教育専攻時代（1992～2023 年度入学生）までは 1 学年定員 20 名である。卒業のため

のカリキュラムに「生涯学習概論」「社会教育計画」「社会教育演習」「社会教育特講」といっ

た社会教育主事任用資格に必要な科目を組み込んでいた。そのため、事情のある学生以外は、

ほぼ全員が社会教育主事任用資格を取得して卒業している。その数は 600 名弱程となる。 

・生涯教育専攻の開設当初のカリキュラムから「社会教育実習」を 3 年次の履修とし、1994

年度から開始した。とはいえ、実習に関する先行事例も当時はあまりなく、方式については数

年の模索期を経て、その後、「夏季休業期間に学生が出身地に戻り、地元の教育委員会や公民

館等の社会教育施設に個別に交渉をして、実習を引き受けていただく」という形に落ち着い

た。もうひとつ、ここ 10 年程度、社会教育実習とは別で、１～2 年次に地域に出たサービス

ラーニングの形式で行う実習（プロジェクト実習）を立ち上げており、大学近隣の天理市・奈

良市・橿原市等の奈良県内の自治体・地域において地域連携の関係作りを学科としても進めて

いる。その延長線上で、社会教育実習を奈良県内で実施する学生も一定数出てきている。 

・生涯外教育専攻の開設当初から、「社会教育課題研究」にあたる科目をいわゆる卒論ゼミと

して設定した。課題研究で扱うテーマが卒業論文になるという建付けになっている。この形

は、現在に至るまで踏襲されている。 

・2020 年度の社会教育士制度の開始に対応して、2019 年度入学生が社会教育士を取得できる

よう、2 年次（2020 年度）に「生涯学習支援論１・２」、3 年次（2021 年度）に「社会教育経

営論１・２」が履修できるようにカリキュラムを整えた。 

・専攻・学科の教員スタッフは 1992 年の開設以来、4 名程度を維持しながら現在に至ってい

る。 

・社会教育士の制度が始まるのと同じ時期に大学の合併・改組の検討がなされ、生涯教育専攻
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は新設の人文学部の中で社会教育学科へと発展的に解消されることとなった。定員が倍にな

り、天理大学の体育系のクラブにアスリート推薦で入学してくる選手もこれまで以上に受け入

れることとなった。この巡り合わせ自体は偶然であるが、諸般の状況を勘案しつつ、新学科

「社会教育学科」としてのディプロマ・ポリシーやカリキュラムの広がりなどを検討した。発

表者は、大学の総合教育科目のカリキュラム改編検討部会でも座長を務めた関係もあって、社

会教育学科の学びを総合教育を含めた天理大学全体の学びに位置づけることも意識した。 

・社会教育学科のカリキュラムとして、学科内に 3 つのプログラムを設定した。「A:コミュニ

ティ学習支援プログラム」、「B：地域文化資源活用・文化行政プログラム」、「C：文化・スポ

ーツプログラム」である。どのプログラムにも共通する生涯学習及び生涯学習支援の科目（生

涯学習概論、生涯学習支援論、および関連の演習等）を学科のコアとなる 3 プログラム共通科

目として設定。A・B のプログラムに社会教育経営論と社会教育実習を配置して社会教育士の

取得を組み込んだ。なお、C のプログラムには文化・スポーツに関する総合教育科目、他学科

の開放科目等を多く組み込み、学生がもつ文化活動・スポーツ活動に関わる高いスキルを生涯

学習支援の文脈に生かしていけるような学びの展開を目指している。2025 年度現在で１・2

年次生が社会教育学科のカリキュラムであり、2 年次において、A/B/C の 3 つのプログラム

に対応した科目の履修が始まっている。 

・新学科においては、生涯教育専攻時代には専攻学生のみに履修を制限していた社会教育士取

得のための科目を学科外にも開放している。 

・社会教育学科の地域連携の一環として、教員レベルの活動としても、奈良県教育委員会と共

催で、県内の自治体職員を対象とした「社会教育実践講座」（年 4 回）を実施している。 

 

【参考文献】 

佐々木保孝「学士課程教育における生涯学習者の養成－天理大学における取り組みを中心に

－」『日本生涯教育学会年報』第 38 号、2017 年。71-86 頁。 

佐々木保孝「天理大学における社会教育実習の取り組み」全国社会教育職員養成研究連絡協議

会編『社会教育職員研究』第 21 号、2014 年、32-34 頁。 

佐々木保孝「生涯教育専攻のカリキュラムと教育実践」『天理大学生涯教育研究』第 18 号、

2014 年、29-44 頁。 

岡田龍樹「天理大学における社会教育主事養成」『天理大学生涯教育研究』第 9 号、2005 年、

23-29 頁。 

岡田龍樹「天理大学における社会教育主事養成の現状と課題－社会教育実習を中心として」

『天理大学生涯教育研究』第 1 号、1997 年、39-48 頁。 
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コミュニティ・ストーリーの再編集による地域的教養の拡張 

―物語論批判との関連で― 

宮﨑隆志（北海道文教大学） 

1. 問題の所在 

社会教育を人格形成という関心から理解

する場合、実践的にも理論的にも「教養」

が焦点の一つをなす。周知のように、 

Bildung としての教養は陶冶過程を内包す

る概念であり、教養論は近代に誕生した自

由な意識的存在たる個人が何らかの意味で

の普遍性を我が物としていく過程や方法を

めぐって展開してきた。 

しかし、近代の宿痾ともいうべき世界理

解と自己理解の乖離がアポリアと化したか

に見える現代においては、教養を教育学と

して主題化する意義と方法についての再考

が必要である。 

 

2. 教養・陶冶論の現代的課題と可能性 

国内外を問わず 20 世紀末には教養へ

の懐疑（＝教育批判）が時代意識として現

れた。この局面で教育学の学的意義の再定

立を試みた論者の一人がＫ.モレンハウアー

である。その挑戦は、子ども期と学校に焦

点化した教育学の視野の大人の生活形式に

即した陶冶・形成論への拡張、及び美的経

験という感性的活動に基づく陶冶論への拡

張として特徴づけられる。 

その必要性は宮原誠一や剱持清一がかね

てより指摘していたが、碓井正久はさらに

教養論として展開するための課題を「はた

らく教養」の促進として示し、その可能性を

地域の土着文化・常民文化に見いだしてい

る。他方、苅部直は「はたらく教養」に 

相当する教養を政治的教養として整理し、

飯田市の地域社会教育実践を具体例として

いる。モレンハウアーが示した課題は、地域

社会教育という理論場に即した検討により

解決の見通しを得るであろう。 

 

3. 地域的教養とコミュニティ・ストーリー

碓井は「地帯の紐帯」となりうる象徴的 

言語の発掘と教養化が必要であることを指 

摘していたが、それを敷衍すればH.G.ガ

ダマーが強調した実践知（＝賢慮＝フロネ

ーシス）の彫琢が地域的教養形成の課題と

なる。それは過去の出来事を想起し、その

記憶を機能させる（A.アスマン）コミュニ

ティ・ストーリーの彫琢過程として把握可

能である。 

 

4. 物語論と政治的教養－結論にかえて 

但し、その場合は歴史と物語の関連をめ

ぐってなされた論争を踏まえる必要があ 

る。地域的教養の形成という課題に引き付

ければ、野家啓一に対する遅塚忠躬の批判

に基づきながらも、物語り論が妥当すると

される領域にも位置付けうる民衆思想の発

展過程に、住民による事実の探求（藤岡貞

彦）に基づく既存の解釈の革新の実践を位

置づける必要がある。それは未来を構想

し、創造する政治的教養である。コミュニ

ティ・ストーリーの再編集過程としての地

域的教養の拡張の論理は以上の理論枠に基

づき実証可能になると思われる。 
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婦人雑誌にみる読者の「家庭」をめぐる悩み 

ー明治後期から大正期の『婦人之友』の投稿欄を手がかりにー 

 
徐 真真（名古屋大学） 

 

本研究は、明治後期から大正期に刊行された『婦人之友』の投稿欄を手がかりに、特に「家庭」をめぐる「悩

み」に関する言説に注目し、読者が雑誌とのやりとりを通して「家庭」のイメージをどのように形成していっ

たかを分析する。 

「家庭」は歴史を超えて普遍的に存在するものではなく、近代が生み出した歴史的産物であることは、近代家族研究によっ

てすでに指摘されている。日本で「家庭」という言葉は明治 20（1880）年頃に登場し、西洋の「ホーム」概念

とともに浸透した新たな家族像を示す語として定着していった1。そこには、従来の妻や子は家長に服従すると

いう権威主義的な家族観とは異なり、夫婦間の愛情を基盤とした一夫一妻制で、夫婦親子が一家団欒して生活

する空間という新しい家族像が込められていた。しかし、この家族像は言説として登場しても、直ちに実態化

したわけではなかった。明治期には「家庭」を支える社会基盤が整っていなかったため、こうした家族像は理

念先行の存在であった2。明治後期から大正期にかけて産業化の進展とともに、都市部を中心に新中間層が登場

し、夫婦と子どもが中心である核家族で夫が生活の場から離れた職場へ通勤し月給を稼ぎ、妻が主婦として家

事育児といった家内労働に専念するという新たな生活スタイルを営むようになった3。加えて、子どもに継承さ

せる家業や財産がないため、子どもの教育に力を注ぎ、学歴をつけさせることに熱心であった「教育する家

族」の原型ともされた。このように都市新中間層は「家庭」を先駆的に実践したと言える。 

先行研究をみると、家事育児や子どもの教育の役割を負う「家庭」の担い手とされた女性が、どのようにその

イメージを受け止め、形成していたのかは管見の限り十分に検討されていない。小山静子は、都市新中間層は旧

来の地域共同体から独立した核家族世帯であるため、姑から嫁への家事・育児に関する知識の伝達や、地域共同

体によるしつけが機能しなかったと指摘する。その結果、女性たちは雑誌や書物、教育などの媒体から必要な知

識を得ざるをえず、婦人雑誌は都市新中間層の生活構造の形成に必要な知識・情報を提供する役割を果たしたと

位置付けている4。さらに、久井英輔は明治後期から大正期にかけての婦人雑誌が「中流」の女性の視点から家庭

生活の具体的な局面を考慮した上で合理的な生活のあり方を提示していたと述べる5。これらの研究は、婦人雑誌

が「家庭」イメージの受容と実態化に果たした啓蒙的な役割を強調している点では共通している。しかし、雑誌に

よる啓蒙的役割が論じられてきた一方で、読者側の受け止め方に焦点を当てた研究は十分になされていると

は言い難い。 

以上から本研究では、明治 41（1908）年に羽仁もと子が創刊した月刊誌『婦人之友』を対象とし、誌面におけ

る読者からの投稿、特に「家庭」に関する悩み相談と編集者からの回答を分析する。具体的には、第1 章では創

刊当初から大正期までの『婦人之友』の誌面構成を整理し、読者投稿欄の位置付けを 

明らかにする。第2 章では投稿内容を整理し、読者投稿欄の特徴を考察する。第3 章では「家庭」に関する悩み

相談の内容と編集者の応答を検討し、読者たちが「家庭」イメージをどのように受け止め、形成していったか

を解明する。 
 

1 本多真隆『「家庭」の誕生―理想と現実の歴史を追う』ちくま新書、2023 年、p.69-70。 
2 同上、pp.88-89。 
3 小山静子『家庭の生成と女性の国民化』勁草書房、1999 年、pp.37-41。 
4 同上、pp.42-49. 
5 久井英輔『近代日本の生活改善運動と〈中流〉の変容―社会教育の対象／主体への認識をめぐる歴史的考

察』学文社、2019 年、pp.96-97。 
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戦時下における青少年団の統合過程―大日本連合女子青年団本部に注目して― 

新井浩子（常葉大学） 

 

本報告の目的は、女子青年団が大日本青少年団へ統合された過程とその実態を具体的に明らかにする こと

である。大日本青少年団は 1941 年 1 月 16 日、大日本連合青年団、大日本連合女子青年団（以下、連

女青）、大日本少年団連盟、帝国少年団協会の 4 団体を統合して発足し、1945 年５月に学徒隊へ統合・

解散するまで、わが国最大の青少年団体として存続した。 

大日本青少年団に関する主な先行研究には、各団体の通史、戦時期青少年教育研究、「大陸の花嫁」                                                                                          

養成、青少年団融和促進運動、生活記録報道運動がある。しかし、大日本青少年団の全体像や実態には依然

として不明な点が多く、特に年齢・性別を超えた団体統合については十分に解明されていない。 

中でも女子青年団に関する研究は手薄である。少年団および青年団の統合については先行研究の蓄                                                                                          

積があり、統制強化の中で文部省と団体間の主導権争いが存在したこと、青年学校義務化の影響などが明ら

かにされている（上平他,１９９６；田中,１９９９;米田,１９９５）。一方、連女青については統合自体を扱った研究

が少なく、大日本青少年団における女子活動を前身団体である連女青のそれと連続的に捉える傾向が強い。 

例えば陳・渡邊は「大陸の花嫁」養成に最も影響力のあった社会教育団体は 1940 年までは連女青、 

1941 年以降は統合によって再編された大日本青少年団女子部であったとし、大日本青少年団の女子 興亜運

動は連女青の活動を継承・発展させたと述べている（相庭他,1996,ｐp.291,318）。しかし、1941 年 8月の

機構改革で女子部は廃止され、女子興亜運動は複数部門に分散した。渡邊は、機構改革後は栄養や結婚指

導など旧女子部事業が保健厚生部へ引き継がれたとする（渡邊,2002,p.19）が、軍人援護事業は教養部、

女子大陸進出は勤労作業部の所管となるなど、必ずしも画一的な承継ではなかった。これらの点において、従

来の理解には再検討の余地がある。 

一方、大日本青少年団への統合が女子青年団に及ぼした影響を明らかにする必要がある、という渡邊の指摘は

極めて重要な視点である。そこで本報告では、女子青年団の視点から大日本青少年団の統合過程とその後

の組織運営の実態を明らかにし、さらに女子青年団への影響を検討する。具体的には、①1930 年代におけ

る女子青年団の状況、②青少年団統合に対する女子青年団の対応、③統合後の組織と人事に着目して検討

し、大日本青少年団への統合が「女性としての組織化」から「青年としての組織化」への転換点であったこと

を明らかにする。分析対象は本部レベルの動向に限定し、地方団の実態は今後の課題とする。 
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邊洋子(２０２２)「1940 年代前半期の女子青年団運動の指導理念と事業(1)―「国民化」とジェンダーの問
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倫理研修  

「差別（的）発言 ／コンプライアンス・ ガバナンス／学問表現の自由 

―特定事案を振り返る」 

石川智士（弁護士・埼玉中央法律事務所）  

 

１ 2023 年 9 月 8 日、日本社会教育学会プロジェクト研究「多文化・多民族共生を

目指す社会教育の挑戦」において、一会員の発言により、「多文化・多民族共生の

ために必要なこととは  ―在日コリアンの立場から―」と題する報告をしたＡ氏

が精神的被害を受けるという事案（以下「特定事案」 という。）が発生した。  

  当職は、特定事案発生後 に顧問弁護士に就任し、Ａ氏との関係で学会の窓口と

しての対応に当たるとともに、 検証委員会委員 として検証委員会報告書作成 に携

わる等した者である。特定事案とこれに関する対応を振り返り、当職の対応等に

つき批判的検討をいただくことにより、 今後の再発防止と学会の健全な運営及び

発展に向けた論点整理の一助となれば幸いである。  

２ 主として以下の報告と検討を行いたい。  

 ⑴ 特定事案の概要 

 ⑵ 特定事案の主たる論点等  

 ⑶ 特定事案に対する学会対応  

 ⑷ 検証委員会報告書作成経緯  

 ⑸ 検証委員会報告書 の内容 

 ⑹ 会則等改訂・新設について  

 ⑺ その他 
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